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HIV 及び結核のための多言語通訳の育成とその普及に関する検討第 3 報 
「外国人に対する HIV 検査と医療サービスへのアクセス向上に関する研究」班 
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研究要旨 

 

 エイズ動向委員会によれば近年外国人の HIV 陽性報告が急増している。その出身国は東アジアや近

隣諸国の増加が目立つが、必要な言語が多様化しており、通訳の確保に困難が生じている。一方、結

核についても外国人の報告が急増しており、出身地には重複がみられる。そこで、当研究班では HIV

と結核双方に対応する通訳の育成を 2016 年度から行っている。初年度は医療通訳の活用が進んでいる

神奈川県の医療通訳を対象に研修を行うことでカリキュラムを作成し、2017 年度より、東日本の自治

体で国際交流協会や NPO などに所属して医療現場の通訳を担っているボランティア通訳者等を対象に

結核と HIV に対応した医療通訳の育成研修を行った。今回はその２年目であり、参加者のプロフィー

ルと研修の効果について検討を行った。 

研修参加者は 34 人、日本出身者と外国出身者の両者が含まれる。女性、大卒以上の学歴が多く、年

齢は 20 代から 60 代まで多様であった。対応する言語は中国語・英語の人数が多く、他に少人数ずつ

ネパール語、ベトナム語、スペイン語・ポルトガル語・韓国語・インドネシア語の 6言語の参加者が

あった。研修効果については、研修前には 10 問中 7問で正答率が 6割を切っていたものが、研修後に

は 9 問で正答率が 8割を超え、平均正答率が 55.6％から、86.7%と上昇した。また、認識・行動意志につ

いても全ての設問で改善が見られた。参加者の中からは、セクシャリティの講義が含まれていたことへの肯

定的なコメントが目立った。 

研修には、英語・中国語の参加者が多かった一方で、現在必要性が高まっているベトナム語などのアジア

言語の参加者数は少数であり今後の通訳人材の確保をする上での課題である。一方、研修参加者が結核及び

HIV の通訳を依頼をされることが増えており今後の活動についての観察も必要である。 

 

 
Ａ．研究目的 
エイズ動向委員会によれば、この数年、外国人

男性の HIV 陽性報告が急増している 1)。また、先

行研究によれば、拠点病院を訪れる HIV 陽性者

の使用する言葉が多様化しており、更に日本語英

語ともに不自由な外国人の検査・医療アクセスが

遅れていることが示されている 2)。2012 年以降、

外国生まれの結核報告も急増しており、その国籍

の内訳はアジアの多様な国である。 

図 1．国籍別 HIV・AIDS の動向 
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厚生労働省エイズ動向委員会 2017 年報告より 

多様な国籍の結核患者の増加の背景には技能実

習生、留学生（特に日本語学校生）などの増加が

ある。今後の新たな外国人材の受け入れ拡大に伴

い、結核とともに HIV も在日外国人の間で増加

をすることが予測される。2000 年代半ばまでは日

本で登録される外国人の HIV 陽性者はタイ・ブラ

ジルなどの特定の国の出身者が大半であった 3)4)。

しかしながら、2014 年の調査での出身国の分析か

らは日本でHIV陽性が解る外国人の出身国が多様

化し、その結果必要な言語も多言語化してきてい

ることが示されている 5)。 

既に結核に対しては東京都・大阪府などが通訳

派遣体制を構築している 6)。近年日本で HIV 陽性

が分かる外国人が多い国と結核患者の出身国が

類似する傾向にあり、当研究班では、結核と HIV

双方に対応する通訳を育成し運用することの実

用性について検討を行ってきた。 

2016 年度は、自治体による医療通訳制度が既に

10 年以上運用されている神奈川県で HIV と結核

に対応する医療通訳のための研修を実施し、研修

の効果が認められ人材の確保も可能であること

を確認した。2017 年度と 2018 年度については、

この経験を基に対象地を東日本の自治体に広げ

て研修を行った。 

 
Ｂ．研究方法 

 昨年神奈川県で実施した HIV・結核のための医

療通訳研修を基に、東日本の自治体や国際交流協

会から医療分野の通訳派遣の依頼を受けている

多言語の医療通訳を対象に研修を実施した。 

 全国医療通訳者協会やMICかながわの協力を得

て、医療機関への通訳派遣の経験がある国際交流

協会や NPO に連絡し、参加者の募集を行った。研

修の内容を表１に示す。 

 

研修は第一回を結核・HIV・保健所業務などに関

する知識の取得を主要な目的とし、座学にて研修

を行った。第二回を通訳技術の習得を主な目的と

し、ロールプレイを交えた参加型の研修とした。 

 

表１．感染症通訳研修の内容 

 

結核の基礎知識（疫学・診断・治療など） 

HIV の基礎知識（疫学・診断・治療など） 

HIV とセクシャリティについて           

保健所業務とエイズ・結核の支援          

医療通訳ルール 

通訳技術の実際 

ロールプレイのよる実技演習 

 

 本研究では、このうち知識の習得を目指した第

一回研修によって、結核・HIV についての知識や

望ましい認識がどの程度定着したかについて検

討を行った。 

 研修に参加した 36 人のうち、開始時から出席

していた 34 人に対して、無記名の自記式質問票

調査を研修の前に配布した。また、途中帰宅した

一人を除く 33 人には研修終了後にも同様の調査

を行い、両者の比較を行った。調査内容は、参加

者のプロフィール、HIV への知識、結核の知識、

HIV や結核への態度についてであり、研修の前後

でそれぞれの回答を比較した。調査・分析への協

力に同意が得られた 34 人の回答について解析を

した。 

 

（倫理面への配慮） 

調査の参加は任意であることを質問票に記載

し、参加を希望しない場合はその旨記載する欄を

もうけることで調査参加の同意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

1.研修参加者のプロフィール 

 8 言語 34 人の研修参加者のプロフィールを以

下に示す。  

 

表２．研修参加者：担当言語毎の人数 

担当言語 人数 担当言語 人数 
英語 12 スペイン語   2 
中国語 12 ポルトガル語   1 
ネパール語   3 韓国語   1 
ベトナム語   2 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語   1 
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研修参加者は、女性が 26 人と全体の 76.5％を占

め、日本出身者が20人と全体の58.8％であった。

年齢は 20台から 60歳以上と幅広く分布していた。 

 

表３．通訳研修参加者のプロフィール 

 

最終学歴は大卒 22人（64.7%)と大学院卒 6(17.6%

人)で大半を占めた。その他は、専門学校などであ

る。 

 

表４．参加者の医療通訳経験 

 

 

過去の医療通訳経験は、「経験なし」18人「経験

５年未満」13人「経験５年以上」2人であり、今

回は初心者の参加が多かった。今回は現場で通訳

を依頼されている少数言語の通訳者にも積極的

に参加を呼び掛けたこともあり、既に結核の通訳

を経験したことのある参加者が 6 人、HIV の通訳

を経験した参加者 3人が含まれていた。参加者の

うち 20 人と約 6 割が過去に何らかの通訳研修受

講した経験があった。 

 

2．結核と HIV に対する知識と研修の効果 

結核と HIV に関わる通訳を行う上で特に重要

となる知識が研修によってどの程度習得されて

いるかを評価するために、研修の前後での正答率

の比較を行った。 

 

表５.結核・HIV の知識 

 

研修の前後で、全設問の平均正答率が 55.6％か

ら 86.7％へと上昇し、研修終了後の正答率は一問

を除いて 80％を越えた。正答率が 80%に満たなか

った設問は、結核の特徴的でない症状について尋

ねるものであった。このため、結核の特徴的な症

状を複数回答するなど設問の意図を誤解したた

めに誤答となった回答が少なからず含まれてい

た。以上より全体的に知識の習得がかなりできて

いると考えられた。 

 研修後の正答率が 7割を下回った回答者は 3人

のみであったが、いずれも外国出身で通訳経験が

1年未満であった。 

 

3. HIV・結核への認識・行動意志に関する設問 

 結核や HIV に対して恐怖心や否定的な感情が

ないか、結核患者・エイズ患者へ支持的な態度を

持っているかどうかに関係する質問を行い、研修

の前後での比較をした、 

 

  人数    ％ 

性別 女 26 76.5 
 男   8 23.5 
生育地 主に日本 20 58.8 
 主に外国 14 41.2 
年齢 20-29 8 23.5 
 30-39 4 11.8  
 40-49 8 23.5  
 50-59   5 14.7  
 60-   9 26.5  
学歴 高卒   4 11.8  
 大卒  22 64.7  
 大学院卒   6 17.6  
 その他   2 5.9  

  人数 ％ 

活動期間 なし 18 52.9 
 1 年～5年未満 13 38.2 
       5 年以上  2 5.9 
 不明 1 2.9 
結核通訳経験 あり 6 17.6 
 なし 28 82.4 
HIV 通訳経験 あり  3 8.8 
 なし 31 91.2 
研修歴 あり 20 58.8 
 なし 14 41.2 

 研修前 
正答数(率) 

研修後 
正答数(率) 

結核     
 標準治療の薬剤数 13 38.2  28 84.8  
感染性のある結核 23 67.6  27 81.8  
特徴的な症状 20 58.8  25 75.8  

 主な副作用の知識 18 52.9  29 87.9  
 診断に有用な検査 17 50.0  29 87.9  
HIV     
 HIV の感染経路 31 91.2  30 90.9  
 AIDS と CD4 値 13 38.2  30 90.9  
 主な日和見感染症 20 58.8  29 87.9  
 HAART の薬剤数 13 38.2  27 81.8  
 HIV の治療予後 21 61.8  32 97.0  
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表６．結核・ＨＩＶへの認識・行動意志 

  

結核・HIV いずれに対しても、望ましくない認識

や・行動意志が減少し、望ましい認識や行動医師

が増加しているのがみられた。特に、「結核をと

ても怖い病気」とする回答者も、「エイズのこと

を友人とあまり話したくない」とする回答者もい

なくなった。 

 また、研修終了後は、33 人中 31人が結核・HIV

いずれも通訳依頼に対して「多分引き受ける」「き

っと引き受ける」のいずれかの行動意志を示すよ

うになった。 

 研修への感想の中では、カリキュラムにセクシ

ャリティに関する講義が含まれていたことに対

する肯定的なコメントも目立った。 

 

Ｄ．考察 

 昨年に引き続き東日本で医療分野の通訳派遣

を行っている国際交流協会やNPOに情報提供を行

い研修参加者の募集を行った。参加資格として

「保健所などから外国人の感染症患者（結核と

エイズ）を支援するための通訳の依頼を受ける

可能性がある団体職員やボランティアスタッ

フ」が対象であることを記載したため、英語・中

国語の研修参加者が多数得られる中で、アジアの

諸言語話者の参加者は限定的であった。 

近年の技能実習生や日本語学校生の増加を受

けてベトナム・ネパール・ミャンマー・インドネ

シアなどの出身者の人口が急増している 7)。こう

した中で、HIV や結核の診療場面でもこれらの言

語の依頼が増えており人材確保が急務である。今

回、英語や中国語に比べてこれらの言語の通訳者

の研修参加が少なかったことにも人材確保の難

しさが表れている。とはいえ、都内の日本語学校

生の中で人口が多いベトナム語とネパール語の

通訳者の募集に力を入れて行ったところこの２

言語で合計5人の参加者が得られた。いずれもNPO

などで既に医療現場の通訳経験がある人材であ

り、一般的な医療通訳の経験者に感染症の研修を

行うことで人材を育成する方策が実効性がある

と考えられた。 

 研修後の正答率は 86.7％と大きく改善し、認識

や行動意志も望ましい変化が示されており、研修

の効果は十分であると考えられた。 

 

 しかし、研修参加後にも正答率が７割に達して

いない参加者が３名あり、いずれも生育地が主に

外国であるとの回答であった。日本語が母語でな

い参加者に対して分かりやすい講義内容とする

十分な配慮が必要であると考えられた。また、研

修参加前に日本語能力の確認をしたり、派遣前に

理解状況をチェックするなどの方策も検討が必

要である。 

 

Ｅ．結論 

 結核やHIVについての通訳を依頼される可能性

のある団体職員やボランティアスタッフに対し

て、結核と HIV の知識を獲得するための研修を行

った。多数の英語・中国語通訳の参加が得られた

一方で、少人数ながら他の 6言語の通訳者の参加

が得られた。研修の効果は全体的に良好であった

が、少人数ながら研修効果の不十分な参加者もあ

り、研修参加者の言語能力を確認し、日本語が母

語でない参加者にも理解しやすい講義方法につ

いて更に工夫を重ねることが必要である。 
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